
バス路線の維持に向けた取組（案）について
＜第２回 沖縄県地域公共交通協議会＞

※沖縄県総合交通体系基本計画抜粋：「図4-6将来の交通結節点」、「図4-10持続可能な観光」、「図4-4公共交通のイメージ」

令和６年12月27日
沖縄県地域公共交通協議会

資料２



１ 県内のバス路線とりまく状況等

沖縄本島路線バス４社とモノレールの利用者数・収益・公的負担の推移

出典：乗合バス事業の収支状況は（国土交通省）の沖縄ブロックより作成
モノレールは㈱沖縄都市モノレールHPより作成
抜粋：沖縄県地域公共交通計画
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路線バス４社事業損益（百万円／年） モノレール純利益（百万円／年）
公的負担（百万円／年） 本島路線バス利用者数（千人／年）
モノレール利用者数（千人／年）

※公的負担額は平成23年度以降のみ記載、本島公共交通利用率は通勤・通学時
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バス利用者は年々減少傾向、収支のマイナス、
公的資金の額も増加傾向

＜参考＞

直近２年間（R4～R5年度）で減便となった路線数
82路線、417.5便

路線バス廃線一覧（H26～R5年度）
※バス会社からの聞き取り
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２ 今後の取組（案）

・バス路線の減便・廃止等については、地域
住民の日常生活・社会生活に与える影響が
大きい。

取組（案）
１ 事前相談の実施

市町村の地域公共交通協議会等でも同様、事前
相談の実施が望ましい

沖縄本島路線バスの地域間幹線
系統補助対象路線
（令和６年度）
抜粋 沖縄県地域公共交通計画

補助要件
①複数市町村に跨がる路線
②輸送量が15人～150人/１日
（過去２年分含む）
③運行回数が３回以上
④経常損失があること

沖縄県地域公共交通協議会

部会
（沖縄県生活交通確保維持
協議会）

分科会
（各圏域別市町村連携
交通会議）

WGなどでの意見交換

検討事項等

・国の支援策の活用を見据え、地域での
移動手段の確保に向けた計画策定や事業化
の検討等

・バス路線の減便・廃止への影響を低減す
るため、事前にバス事業者、関係市町村を
含めた意見交換、情報共有の実施

報告
・地域間幹線系統補助対象路線は、複数
市町村を跨ぐ長大路線が多く、公的資（補
助金）なしでの維持は困難

＋
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２ 県の取組（案）

北部、中部、南部の市町村連携交通会議

出典：R6市町村連携交通会議WG資料 出典：R6北部圏域市町村連携交通会議WG資料

２ 各圏域のネットワークイメージを具体化（圏域別市町村連携交通会議）

・市町村連携交通会議では、コミュニティバス、路線バス等との連携による高校通学、

日常生活の移動手段の確保の取組や、他県で運行しているフィーダー交通の事例等を

踏まえ、北部・中部・南部圏域における最適な公共交通システムの構築に向けて、

引き続き課題等を整理・共有し、検討を進める。

・令和７年度に各圏域における広域的な公共交通ネットワークイメージを具体化し、
これを踏まえて各関係者が連携して対応していけるよう、検討を進める。
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